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厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

（総合）分担研究報告書 

 

重度、高齢障害者の地域での医療と福祉の連携による支援についての今後の展望と課題 

―重度訪問介護、重度障害者等包括支援の調査結果より― 

 

分担研究者： 口分田 政夫 1) 

１）びわこ学園医療福祉センター草津 

 

Ａ．はじめに 

平成 30 年４月の障害者総合支援法改正により、

「重度訪問介護」は医療機関での入院時まで対象

が拡大となった。重度訪問介護の訪問先拡大は、

重症心身障害者や行動障害がある者など、医療機

関入院にバリアが大きい者にとって有効となり得

ると考えられる。また、「重度障害者等包括支援」

は、基本報酬、加算報酬の見直し、要件の緩和等

が行われた。現状では全国の利用者が少ない状況

であるが、施設ではなく地域で生活を希望する重

度の障害のある人にとって有効なサービスと言え

る。 

重度訪問介護、重度障害者等包括支援の調査結

果より、重度、高齢障害者の地域での医療と福祉

の連携による支援についての今後の展望と課題に

ついてまとめる。 

 

Ｂ．重度訪問介護の訪問先の拡大について 

（１）医療機関入院のバリア  

障害児者が、医療機関に入院するとき、完全看

護の病院でも、付き添いなしで入院が困難となる

ことがある。それは主に以下の理由である。 

まずは、①動くことでケアを受けられない。知

的障害児者は、採血、点滴、創傷処置などで、協 

 

力的に治療を受けることが困難である。自閉スペ

クトラム症を合併する人たちは、不安でパニック

になり、治療の継続が困難となることも多いため、

やむを得ず一時的な抑制を必要とする事もある。

また、強度行動障害がある者にとって、入院医療

にアクセスする事は大きなバリアとなっている。

以前ビニール袋の誤嚥で、腸閉塞になった行動障

害の青年を、緊急状態であるにも関わらず受け止

め手術してくれる病院がなかなか見つからなかっ

たことがある。精神科と連携して、薬物的な行動

抑制をしてくれる病院で、寸前のところで、手術

ができて救命ができた。障害児者にとって医療ア

クセスは、大きなバリアなのである。 

次に、②医療ケアは受けられるが、日常生活ケ

アが十分ではないという理由がある。身体障害、

脳性麻痺や重症心身障害児者の入院の際は、ある

程度入院治療は受けられても、コミュニケーショ

ン、姿勢保持や体位変換、摂食嚥下の特性に基づ

いた食事介助などが病院のスタッフだけでは困難

で入院の継続ができなくなることがある。 

そして、もう一つの入院治療への大きな課題が

③危険の回避である。気管切開チューブ、人工呼

吸器、栄養チューブ、導尿、透析チューブ、人工

肛門など、生きていくために様々な医療的器具が
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装着される医療的ケアは、日常生活に不可欠のケ

アとなってきている。最近、動ける医療的ケア児

者の問題がクローズアップされている。口分田ら

によると（2018）、高度医療的ケア児のうち 12

歳までの約 4 割、12 歳以上の約 3 割が、重症心

身障害児以外の医療的ケア児であった 1)。このう

ち、身体障害は軽度で知的障害や自閉症が基礎の

障害としてあり、そこに気管切開や人工呼吸器な

どの医療的ケアの人たちは、動けるがゆえに、そ

の医療的ケアの装置や器具を外してしまうことが

ある。そのために、入院、入所、ショートステイ

などの時には、チューブを抜かないか、見守る人

の存在が不可欠である。この人は必ずしも看護師

などの医療職である必要はなく、福祉職がタイミ

ング良く、医療スタッフをコールできることがで

きればよいのである。 

 

（２）重度訪問介護で期待できること  

このような背景の中で、重度訪問介護が病院で

活用できる意味は大きい。意義については以下の

ことがあげられる。 

①コミュニケーション支援 

なれない場所で、混乱している利用者と本人の

意思の表出がよくわからない病院スタッフとの間

を日頃からのケアである程度特性と感じているこ

とがわかるヘルパーが関係をとりもち、利用者の

不安を減じていく。 

②ケア支援 

入院生活継続で重要な、食事、体位変換、姿勢

保持、排泄などのケアについて、病院スタッフと

情報を共有して、入院生活が安心して継続できる

ことを支援する役割がある。 

③危険回避 

前述したとおり、行動障害や動く医療的ケア児

者の医療器具装着抜去などへの危機回避的対応で

ある。以前、気管軟化症が合併していて、気管切

開チューブが抜去されると数分で呼吸困難となる

動く医療的ケア児がいた。家族の付き添い以外で

の入院が困難であるが、今後小児でも重度訪問介

護相当の病院付き添いが認められれば、チューブ

が抜けたときに看護師を呼ぶことができるので、

家族付き添いなしの入院が可能となる。 

④家族支援 

重度訪問介護の大きな役割は、なれたヘルパー

の病院付き添いの直接的効果だけではなく、付き

添いが求められる家族の負担を軽減していくとい

う大きな役割がある。重度訪問介護が、入院前後

だけでなく、入院中にも家族支援が可能なのであ

る。 

 

（３）課題 

  課題としては、以下の二つがある。一つは、

①小児ヘの適応である。重度訪問介護は、15 歳

以上の制度で、動く医療的ケア児が多い小児期に

は適応できる制度がないことである。病院への入

退院は、成人期より、状態安定のための手術や薬

物療法の調整のための入院など小児期により多い

可能性がある。この時期までの制度拡大を望みた

い。二つ目は、②完全看護を標榜する医療機関と

の役割分担と責任分担である。今回の調査でもあ

ったように、完全看護の病院側との役割分担と責

任の分担の明確化が課題となる。重度訪問介護は、

基本的には、医療スタッフとの情報伝達や共有と

見守りで、何かあれば病院側のスタッフをコール

して対応してもらうことになろう。しかし全く手

を出さないのではなく、緊急の危機回避での制止

や、情報伝達のための介助での協働などは、一定

あり得るだろう。病院側と十分話し合い、通常家

族が付き添っていて求められる内容について、で

きるものとできないことを確認しておくのがよい

と思われる。また、一般病院でもし医療型短期入

所事業を実施するとしたき、先行させて、日頃ケ

アになれた重度訪問介護のヘルパーさん付き添い

の医療評価入院をしておけば、その病院の医療ス

タッフにケアの助言が実際の場面でできて、短期

入所に移行したとき、医療機関スタッフ利用者家

族双方に安心した医療型短期入所が実施できると

思われる。 
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Ｃ．重度障害者等包括支援 

この制度は、調査報告で示されているように、

種々の理由で、全国的に利用者は 30 人程度と少

ない。しかし、重度の障害のある人にとって、施

設に入所せずに、在宅機能を残しながら、自身の

変動する状態に柔軟に、24 時間の支援ができる、

可能性を持った仕組みである。対象となるサービ

スのイメージや課題について、述べたい。 

（１）対象  

事業所としては、訪問介護、通所、ショートス

テイ、グループホームなどを一つの事業所が実施

しているところが主に対象となる。利用者として

は，日々状態が変動しやすく、状態に合わせて、

支援が必要な重度障害児者が対象者となるであろ

う。体調の変動がしやすい高齢障害者、重症心身

障害児者、医療的ケア児者、強度行動障害児者な

どである。状態の不安定なときは、自宅でのヘル

プ、安定しているときは通所、レスパイトが必要

なときは、ショートステイを利用する。この柔軟

な対応によって、入所しなくても、24 時間の支

援を受けながら在宅機能もいかし、地域生活の継

続が可能となる。医療的ケアが必要な人たちには、

在宅診療や訪問看護を組合せる、看護師配置型の

強化型の通所や短期入所を組合せる、医療連携体

制加算を通じて、医療と連携するなどが考えられ

る。 

 

（２）高齢者制度との関連  

高齢者の介護保険制度で小規模多機能事業とい

う制度がある。ホームヘルプ、通所、ショートス

テイなどを日々の状態で変更できる。ケアマネや

複数の事業を一カ所の事業で行うことで、柔軟な

対応が可能となっている。また、報酬において月

当たり定額制になっていること、ショートステイ

を利用した場合、別加算となっているなどは、介

護保険独自の制度設計である。重度障害者等包括

支援と類似の制度でありながら、全国的に普及し、

在宅をいかした高齢者の地域支援の重要な仕組み

となっている。この普及率の違いは、経営が安定

する定額の報酬制度にあると考えられる。 

（３）重度障害者等包括支援の課題  

包括支援となっていながら、それぞれのサービ

スの利用時間を算定して請求する事務作業が煩雑

であり、複数の作業所で支援するときは、さらに

移動時間の算定問題や責任の分担、報酬を分ける

事務作業の煩雑さがある。さらに使いやすい制度

にするためには、高齢者の介護保険での小規模多

機能事業を参考にしながら、定額の報酬の中で、

重度障害の方を、一つの事業所が責任を持って支

援していく制度に思い切って変更していくことで

はどうであろう。居宅介護や重度訪問介護、同行

援護や行動援護の概念を拡大して、在宅、移動、

外出、通所、通院、病院入院中の付き添い、など

あらゆる場所や状況の支援を、定額の報酬の中で

実施していく。ショートステイは加算とする。高

齢者の小規模多機能に、社会参加や通院、病院付

き添いの支援を追加した制度に制度設計を変更で

きれば、より安心した支援につながり、利用が増

えてくることが予想される。また児童の、児童発

達支援、放課後デイなども組み合わせられるとよ

い。医療的ケア児者の支援のためには、看護師配

置の加算なども必要であろう。 

 

Ｄ．重症心身障害児者や高齢障害者や強度行動障

害、医療的ケアが必要な人たちを地域で医療と連

携して見ていくために 

医療的ケアを要する重度障害児者、強度行動障

害児者、高齢障害児者を地域で支援していくため

には、24 時間の変動する状態に柔軟に対応する

制度が求められる。 

 重度訪問介護の病院などへの訪問先の拡大、重

度障害者等包括支援、日中サービス支援型共同生

活援助など、支援の隙間を埋めるのりしろ的制度

の発展が大きな意味を持ってくるだろう。福祉で

隙間を埋めつつさらに、往診などの在宅診療や訪

問看護、状態悪化時の緊急入院先の確保などの医

療と連携していくことが大切である。また、入所

施設も、緊急時のバックアップ入所などの支援で

加わり、地域で多層的な支援体制を構築していく

ことが重要である。これらを結ぶ機能としては，
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相談支援事業を核として、緊急時対応も可能とす

る地域生活支援拠点等の事業が大きな役割を果た

すと思われる。 

また、医療的ケアコーディネーターが、医療の

言葉を生活支援のチームにも理解可能な言葉に翻

訳する、福祉の制度や利用者の特性を医療の現場

に伝えていくことができれば、地域での支援ネッ

トワークの構築が可能となっていく。このことに

よって、重度障害児者が、おめでとうと祝福され

る誕生時から、生きていてくれて、支えてくれて

ありがとう、といいあえる終末期までを、生きき

ることができる。こうした地域の支え合いの中で、

誰もが生きがいを感じて、生き果たすことができ

るための制度の構築が求められる 
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